
 
 

中国地方整備局では、平成１９年４月より、建設業法令遵守推進本部を設置し、建設業者

の法令違反情報等の収集や建設業者への指導・監督を行っています。 

平成２９年度は、建設業法違反等の疑義のある５５業者（建設業者）に対して立入検査を実

施し、契約に係わる不備等による文書勧告を１９業者に対して行いました。 

平成３０年度は、更なる法令遵守の徹底に向けて、業界団体等と連携し、建設業法令遵守

ガイドラインや駆け込みホットライン等の周知をはじめとする各種取組を実施します。 

■同時発表先：合同庁舎記者クラブ、鳥取県政記者会、島根県政記者会、岡山県

政記者クラブ、広島県政記者クラブ、山口県政記者会、山口県政記者クラブ、山

口県政滝町記者クラブ、中国地方建設記者クラブ 

 お 知 ら せ   
 記者発表資料 平成３０年５月３１日 

 

 

 

中国地方整備局建設業法令遵守推進本部の活動について 

～『平成２９年度の活動結果』及び『平成３０年度の活動方針』～ 

建設業における法令遵守を推進します 

 

◎詳細は別添のとおりです。 

 

 

＜問い合わせ先＞  

  中国地方整備局  ０８２－２２１－９２３１（代表）：（平日・昼間） 
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【広報担当窓口】 
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  （内線３１１４） 

 
 
 



Ⅰ．平成２９年度の活動結果   

平成２９年度における「中国地方整備局建設業法令遵守推進本部（以下、「推進本部」

といいます。）」の活動結果は下記のとおりです。 

 

１１．．法法令令違違反反にに関関すするる通通報報のの受受付付    

 

推進本部では、建設業法違反通報窓口「駆け込みホットライン」と各種建設業に関す

る相談窓口「建設業フォローアップ相談ダイヤル」を設けて、建設業に係る法令違反に

関する情報収集を行っています。 

平成２９年度は、｢駆け込みホットライン｣等に寄せられた通報等が１０４件あり、そ

の内訳は次の通りでした。 

【内訳】 

●法令違反に関する疑義・・・・・・ ８件  ●不払い相談・・・・ １９件 

●社会保険加入に関する相談・・・・ ４４件  ●その他相談・・・・ ３３件 

 

 

 

２２．．建建設設業業者者へへのの立立入入検検査査    

  

平成２９年度は、５５業者に立入検査を実施しました。 

【内訳】 

●下請取引等実態調査の結果に基づく立入検査・・・・・・・・・３５業者 

 ●フォローアップを目的とした立入検査・・・・・・・・・・・・２０業者 
 

 

立入検査の結果により、立入検査実施業者の約３５％にあたる１９業者に対し改善のため

の文書勧告を実施しました。 

 

勧告において改善を求めた事項の総数は３３件であり、このうち契約に係わる不備が１９件

（約６割）を占めていました。 【次頁の図参照】 

 

過去に立入検査を実施し、勧告を行った業者への改善状況確認を目的とする立入検査（フ

ォローアップを目的とした検査）を２０業者に対し実施した結果、改善が見られなかった２業者に対し

再勧告を実施しました。 

 

 

    

 

 

 

 



               【図】 

  

            ※１業者あたり複数の勧告を行うこともあるため「勧告業者数」と「勧告において改善を求めた事項の総数」は一致しない。 

 

３３．．建建設設業業者者へへのの監監督督処処分分    

  

平成２９年度は、１業者に監督処分を実施しました。 

 

  ○「営業停止」 １業者 ・ 労働安全衛生法違反 

 

                                                                                                     

４４．．「「建建設設業業取取引引適適正正化化推推進進月月間間（（１１１１月月））のの取取組組    

 

建設業の取引適正化に関する法令遵守が図られるよう集中的に活動を行う『建設業取

引適正化推進月間』（１１月）には、各県知事許可部局と連携のうえ、１１業者（大臣

許可業者８業者、各県知事許可業者３業者）に対して合同立入検査を実施しました。 

また、中国地方整備局と各県の共催により、各県６会場（島根県を除く各県１会場、

島根県は２会場）において、建設業法に関する講習会を開催し、建設業関係者を中心に

延べ２９９名に参加いただきました。 

 

 

Ⅱ．平成３０年度の活動方針 

 ※次頁「平成３０年度中国地方整備局建設業法令遵守推進本部の活動方針」のとおり 



平成３０年５月

平成３０年度中国地方整備局建設業法令遵守推進本部の活動方針

中国地方整備局建設業法令遵守推進本部は、平成１９年度に創設以降、下請取引の適

正化を中心に、建設業の法令遵守に資する各種取組を行ってきたところである。

しかしながら、依然として不適切な契約手続き等を原因とするトラブルも発生してお

り、更なる法令遵守の徹底に向けて、業界団体等と連携し、建設業法令遵守ガイドライ

ンや駆け込みホットライン等の周知をはじめとする各種取組を継続する必要がある。

このため、平成３０年度中国地方整備局建設業法令遵守推進本部の活動方針を以下の

とおり策定する。

１．法令違反情報等の収集

法令違反に関する情報を受け付ける「駆け込みホットライン （別紙１）と、社会」

保険加入対策など各種建設業に関する相談を受け付ける「建設業フォローアップ相談

ダイヤル （別紙２）の周知を図る。」

２．立入検査等の実施

（１）建設業法違反の是正に関する立入検査

「 」、「 」 、駆け込みホットライン 建設業フォローアップ相談ダイヤル 等への通報

建設業許可及び経営事項審査において、建設業法違反等の疑義があるものに対し

て立入検査を実施する。

（２）元請下請取引の適正化に関する立入検査

下請取引等実態調査の結果、建設業法違反等の疑義のあるものに対して立入検

査を実施する。

（３）フォローアップを目的とした立入検査

過去の立入検査において、次の重点項目について勧告を受けた建設業者に対し

て立入検査を実施する。

■重点項目

①技術者の不適正配置 ②施工体制台帳の不備 ③請負契約書の不備

また、上記全ての立入検査時において、以下の項目について確認・周知を行う。

・ 社会保険の加入に関する下請指導ガイドライン」の周知「

・法定福利費を内訳明示した見積書である「標準見積書」の活用状況等の確認

・安全衛生経費の確保について建設工事従事者の安全及び健康の確保の推進に関

する法律及び建設業法令遵守ガイドラインによる周知

・下請代金の支払手段について建設業法令遵守ガイドラインによる周知

３．関係機関との連携

（１）国土交通省直轄工事において、社会保険等に未加入の建設業者が確認された場



合は、発注部局から建設業担当部局に通報され、加入指導等を実施する運用が行

われているので、発注部局や関係機関（管内各県や関係省庁等）との連携を図り

ながら、円滑かつ適切な対応を図る。

（ ） 。２ 管内各県との連携による合同立入検査及び建設業法に関する講習会を実施する

（３）業界団体等との情報・意見交換会を通じて、建設業の法令遵守に関する周知を

図る。

（４）警察部局との連携により暴力団の排除に努める。

４．建設業法令遵守に関する普及・啓発

、 、 、 、立入検査 講習会 研修会等において 関係者の建設業法への理解を深めるため

「建設業法に基づく適正な施工体制についてＱ＆Ａ」等を活用して、法令遵守に関

する啓発を図るとともに、建設業行政の動向等について周知する。

特に、１１月の「建設業取引適正化推進月間」は、建設業者に下請取引の適正化

に関する普及・啓発を行う重要な機会であるため、推進月間について幅広く周知を

図るとともに、管内各県と連携して講習会を開催する。

－ 以 上 －
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